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学校経営および教育課程に関する教育改革の推移に関する考察
（その6）

―平成期終期から令和初期における教育行政施策を中心として―

山﨑 保寿

Consideration on the Transition of Educational Reforms Related to School Management 
and Curriculum (Part 6) :

Focusing on Educational Administration Measures from the End of the Heisei Era to the 
Early Reiwa Era

YAMAZAKI Yasutoshi

要　　旨
　平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領告示以降から令和初期の期間に行われた学校経営および
教育課程に関する教育行政施策として、学習評価の観点に関する変更、探究型学習の浸透、GIGAスクー
ル構想の進展、令和の日本型学校教育の推進など教育課程に関わる施策が大きく進展した。高大接続
改革答申をはじめ、教育再生実行会議の提言、高大接続改革実行プランの策定、高大接続システム会
議の設置がなされ、高大接続改革が本格化した。教職員の勤務状況に関する問題の深刻さに対する認
識が高まり、学校における働き方改革に関する施策が進展した。その結果、教員の勤務時間の適正化、
教員の業務やその役割分担の見直しなどが進んだ。
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Ⅰ．前稿の概要および本稿の課題
　前稿（山﨑2022）1）では、平成期第Ⅱ期後半（2013
～2019）に焦点を当て、民主党政権後の平成25（2013）
年から平成31（2019）年までの時期における教育改革
のうち、教育委員会制度の改革、教員養成の課題、
学習指導要領の改訂を中心に、その特徴および前後
の経緯について考察した。前稿の内容は、次の3点
にまとめられる。
（1）�民主党政権以後の平成期第Ⅱ期後半には、これ

まで幾度となく検討されてきた教育委員会制度
の在り方について、大きな改革が行われた。特
に、教育長と教育委員長を一本化した（新）教育
長と総合教育会議の設置につながる教育委員会
制度の改革に関しては、教育再生実行会議第2
次提言「教育委員会制度等の在り方について」
（2013.4.15）が契機となった。この第2次提言およ
び中央教育審議会答申（2013.12.13）等を踏まえ、
平成26（2014）年6月に「地方教育行政の組織及び
運営に関する法律」の一部改正（2014.6.13）が行
われた。この改正により、教育長と教育委員長
を一本化した（新）教育長を首長が任命すること、
すべての地方公共団体に首長が招集する総合教
育会議を設置すること、教育に関する大綱を首
長が策定することなどが規定され、翌年4月1日
から施行された。（新）教育長を置くことにより、
それまで、教育委員会の代表者であった非常勤
の教育委員長と教育委員会に関する事務執行の
責任者であった常勤の教育長との関係が整理さ
れ、この法改正により教育委員長は廃止された。

（2）�教員の資質能力の向上に関しては、民主党政権
下で提唱された教員養成の修士レベル化が、こ
の時期に大きく転換された。中央教育審議会答
申（2015.12.21）では、教員が教職経験年数に応じ
て身に付けるべき資質能力の目安となる教員育
成指標の策定を義務化すること、教員の研修や
資質向上に関する協議を行う教員育成協議会を
設置することなどが提言された。平成28（2016）
年11月に教育公務員特例法等の一部を改正する
法律（2016.11.16）が成立し、各都道府県・政令指
定都市において教員の養成・採用・研修を通じ
た資質能力の向上に係わる教員育成指標の策定、
教員研修計画の構築、教員育成協議会の設置、

10年経験者研修から中堅教諭等資質向上研修へ
の移行という一連の施策が実施されてきた。教
育公務員特例法第24条に基づき、それまでの法
定研修であった10年経験者研修に代わり中堅教
諭等資質向上研修が平成29（2017）年度より実施
されている。同制度により、教員の大量退職時
代を迎え、若手教員に熟達教員の知識・技術が
伝わりにくい状況の中で、教員の資質能力や指
導力を一層向上させる施策が実施されている。

（3）�平成29・30（2017・2018）年改訂の学習指導要領
に関しては、論点であった道徳の位置づけにつ
いて、その教科化が行われた。特に、中央教育
審議会答申（2014.10.21）を踏まえ、平成27（2015）
年3月27日に学校教育法施行規則の改正により、
これまで領域であった「道徳」を「特別の教科で
ある道徳」（道徳科）とした。これにより、答え
が一つではない課題に子どもたちが道徳的に向
き合い、考え、議論する道徳教育への転換がな
された。平成29・30（2017・2018）年改訂学習指
導要領の主な特徴は、①言語能力の確実な育成、
②理数教育の充実、③伝統や文化に関する教育
の充実、④道徳教育の充実、⑤体験活動の充実、
⑥外国語教育の充実が図られたことである。また、
高等学校では、教科「公民」の中に必修科目とし
て「公共」を新設し、主権者としての知識や思考
力、判断力を育むこととした。「総合的な学習
の時間」の名称を「総合的な探究の時間」とした
ほか、「古典探求」、「日本史探究」、「世界史探究」、
「地理探究」を置き、課題を探究する能力を育む
ことを重視した。

　上述のように、民主党政権以後における平成期第
Ⅱ期後半には、戦後における教育改革全体を通した
中でも、教育委員会制度の改革と総合教育会議の発
足、教員育成指標の策定と教員研修の体系化、道徳
の教科化という大きな変化があり、現在の教育行政
施策の基盤を形作っていることの意義は大きいとい
える。以上が前稿の内容のまとめである。
　続く本稿では、平成29・30（2017・2018）年の学習
指導要領告示以降から令和初期の期間において、学
校経営および教育課程に関する教育行政施策を中心
に現在への影響が大きい教育改革についてその趣旨
と経緯を検討する。現在への影響が大きい教育改革
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に関しては、改革の趣旨と経緯について明らかにし
検討を加えておくことが重要である。
　本稿では、次の3つの課題を設定して考察する。
（1）�平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領告示

以降令和初期にかけて注目される状況として、
学習評価の観点に関する変更をはじめ、探究型
学習の浸透、GIGAスクール構想の進展、令和
の日本型学校教育の推進等の動きがあり、その
経緯と特徴について考察する。

（2）�平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領の前
後から、高大接続改革が本格化し、令和初期に
かけて大学入試センター試験注1の改革等が行わ
れており、その趣旨と経緯について考察する。

（3）�この時期には、教員の多忙化と働き方改革に関
する論議が盛んに行われ、徐々に行政的措置が
執られており、その経緯と状況について検討する。

　なお、答申等の年月日については、村上（2017）2）、
阿内（2018）3）、神林（2019）4）、大畠（2020）5）、大野
（2021）6）、前田（2022）7）を併用して確認する。

Ⅱ．平成29・30（2017・2018）
年の学習指導要領告示以降注
目される状況

1．�学習評価の観点の変更と探究型学習
の浸透

　平成19（2007）年改正の学校教育法第30条第2項に
学力の3要素注2が規定されたが、直後に改訂された
平成20・21（2008・2009）年の学習指導要領では、こ
の3要素が学習評価の観点として直接的に使われる
ことはなかった。それは、平成20・21（2008・2009）
年の学習指導要領に関しては、以前からの評価の観
点であった①知識・理解、②思考・判断・表現、③
技能、④関心・意欲・態度 の中に学力の3要素に相
当する観点が含まれていたためである。
　学習指導要領の改訂を導いた平成28（2016）年12月
の中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善
及び必要な方策等について」（2016.12.21）では、学習
評価の改善についても次のように言及した。すなわ
ち、「観点別評価については、目標に準拠した評価
の実質化や、教科・校種を超えた共通理解に基づく

組織的な取組を促す観点から、小・中・高等学校の
各教科を通じて、「知識・技能」「思考・判断・表現」
「主体的に学習に取り組む態度」の3観点に整理する
こととし、指導要録の様式を改善することが必要で
ある」とし、学力の3要素に基づく観点が位置づく
こととなった。これにより、観点別学習状況の評価
における評価の観点が、学力の3要素を踏まえて、
①知識・技能、②思考・判断・表現、③主体的に学
習に取り組む態度となり、移行措置を経て小学校で
は令和2（2020）年度から、中学校では令和3（2021）年
度から、高等学校では令和4（2022）年度から新たな
観点による学習状況の評価が導入されてきた注3。
　また、平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領
では、小・中学校の「総合的な学習の時間」、高等
学校の「総合的な探究の時間」において、「探究的な
見方・考え方を働かせ、横断的・総合的な学習を行う」
こととされ、探究型学習の浸透が一層図られた。特
に、高等学校では、必履修領域である「総合的な学
習の時間」の名称を「総合的な探究の時間」とし、選
択科目に「日本史探究」「世界史探究」「地理探究」「古
典探究」などを置いた。高等学校では、課題を探究
する能力を育むことを明確化する趣旨が科目・領域
の名称および目的・内容に反映された。
　従来、高等学校の学習は、大学入試の出題傾向に
影響されることが大きかったが、大学入試において
も、近年思考力・判断力を重視する出題傾向が強まっ
てきており、探究型の学習や観点別学習状況の評価
が高等学校にも本格的に導入されたことにより、生
徒が主体となる探究型学習が一層進むことの意義は
大きい。

2．�GIGA（Global and Innovation 
Gateway for All）スクール構想
の推進

　 近年 IoT（Internet of Things）や AI（Artificial 
Intelligence）、ロボティクスなどを高度に活用した
産業・技術革新注4が世界的に進み、経済活動はもと
より働き方やライフスタイルも含めて社会の在り
方が大きく変化している。令和元（2019）年12月の
閣議決定「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」
（2019.12.5）において、学校における校内 LANの整
備と義務教育段階において令和5（2023）年度までに、
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児童生徒の1人1台端末整備の方針が打ち出された。
この方針を実現するため、必要な予算措置を執ると
ともに令和元（2019）年12月19日に、文部科学大臣を
本部長とするGIGAスクール実現推進本部が設置さ
れた8）。
　同日、文部科学大臣メッセージ「子供たち一人ひ
とりに個別最適化され、創造性を育む教育 ICT 環
境の実現に向けて～令和時代のスタンダードとして
の1人1台端末環境～」が出され、GIGAスクール構
想の趣旨と目的の周知が図られた。同メッセージで
は、「これまでの我が国の150年に及ぶ教育実践の蓄
積の上に、最先端のICT教育を取り入れ、これま
での実践と ICT とのベストミックスを図っていく」
ことにより、児童生徒および教師の力を最大限に引
き出すこととがGIGAスクール構想の目的とされた。
　その後もGIGAスクール構想が急速に展開してお
り、小中学校の児童生徒に1人1台端末が普及してい
る。学校教育に関する先行研究においても、教育工
学領域を中心としてICT 活用に関する研究9）が数多
く見られる。GIGAスクール構想により、我が国で
行われてきた教育実践の蓄積を認めたうえで、ICT
環境の整備とICT教育の拡大が進行しており、次
に述べる令和の日本型学校教育を推進するための基
盤をなしている。

3．令和の日本型学校教育の提唱と推進
　平成29（2017）年6月に教育再生実行会議第10次提
言「教育再生実行会議自己肯定感を高め、自らの手
で未来を切り拓く子供を育む教育の実現に向けた、
学校、家庭、地域の教育力の向上」（2017.6.1）が出さ
れた。第10次提言では、日本型学校教育の特色とし
て、知・徳・体を一体的に行う指導形態が国際的に
も評価が高いことを述べ、この特色を維持・発展さ
せつつ、社会状況の変化を見据え学校教育に対する
資源を投入することが必要であると指摘した。
　日本型学校教育の特色の維持・発展の趣旨に立ち、
令和3（2021）年1月に中央教育審議会答申「『令和の
日本型学校教育』構築を目指して～全ての子供たち
可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学
びの実現～」（2021.1.26）が発表された。同答申は、
平成31（2019）年4月に行われた文部科学大臣からの
諮問「新しい時代の初等中等教育の在り方について」

（2019.4.17）に対する審議の結果である。審議を担当
した初等中等教育分科会は、令和元（2019）年12月に、
諮問に対応した「新しい時代の初等中等教育の在り
方」について、「論点取りまとめ」（2019.12.26）を公
表したが、新型コロナウイルス感染症の拡大により
令和2（2020）年3月から全国の学校で臨時休業等の措
置がとられるなど深刻な事態が生じた。そのため同
分科会は、オンラインによる審議を進め令和2（2020）
年10月に「中間まとめ」（2020.10.7）を発表した。
　同答申の基本的方針として、これまで日本型学校
教育が果たしてきた①学習機会と学力の保障、②社
会の形成者としての全人的な発達・成長の保障、③
安全安心な居場所・セーフティネットとしての身体
的・精神的な健康の保障の3点を学校教育の本質的
な役割として継承していくこととした。
　そのうえで、同答申は、個別最適な学びと協働的
な学びを一体的に充実させ、主体的・対話的で深い
学びの実現に向けた授業改善につなげることを提唱
した。ここで、個別最適な学びとは、個に応じた指
導（指導の個別化と学習の個性化）を学習者の視点か
ら整理した概念であり、協働的な学びとは、探究的
な学習や体験活動等を通じ子ども同士あるいは多様
な他者と協働しながら、持続可能な社会の創り手と
なることができるよう必要な資質・能力を育成する
ことであるとした。
　このように、従来の日本型学校教育の特色を認め
つつ令和の日本型学校教育を目指す方向性に対し
て、八木澤・安里・堀田（2023）10）は、令和5（2023）
年3月時点で把握した学習指導案を対象とした学術
論文99件を分類し、多い順に「カリキュラム開発」（19
件）、「指導内容分析」（17件）、「単元開発」（16件）、「教
材開発」（12件）であったことを報告している。学習
指導要領の改訂や個別最適な学びと協働的な学びの
提唱を背景にして、これらの新しい動向に対応した
開発的研究が多いことが分かる。また、令和の日本
型学校教育を推進するためには、教師のファシリテー
ション能力が重要となることから、工藤（2021）11）は、
教師のファシリテーション能力の要素、プロセス、
サイクルなどの方法について分析的に明らかにして
いる。
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Ⅲ．高大接続改革の進展

1．接続答申と高大接続改革答申
　高大接続の問題については、平成11（1999）年12月
の中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育と
の接続の改善について」（1999.12.16、以下「接続答申」）
で、初等中等教育における評価基準および評価方法
の研究と活用をはじめ、大学側が大学入学者受入方
針（アドミッション・ポリシー）、教育の理念と目標、
教育指導体制、成績評価の方法、就職・進学状況な
どについて積極的に情報を公開することを求めた。
当時接続答申と呼ばれた同答申は、竹熊（2008）12）が
教育接続と指摘するように、初等中等教育段階から
高等教育段階まで連続的・一貫的に能力育成を図る
ための教育内容や教育方法を中心に提言したもので
あり、抜本的な制度改革は次の高大接続改革答申に
よることになる。また、接続答申が出された前後の
状況については、山﨑（2005）13）、山﨑（2021）14）で考
察した。

2．�高大接続改革答申の提言による大学
入試制度改革

　平成24（2012）年8月に文部科学大臣から中央教育
審議会への諮問「大学入学者選抜の改善をはじめと
する高等学校教育と大学教育の円滑な接続と連携の
強化のための方策について」（2012.8.28）により、高
大接続改革に関する審議が行われた。
　続いて、平成25（2013）年10月の教育再生実行会議
第4次提言「高等学校教育と大学教育との接続・大
学入学者選抜の在り方について」（2013.10.31）では、
高大接続改革を具体的に推進する観点から取り組む
べき課題について言及した。すなわち、高校生の日
頃の学習成果を電子データで蓄積する仕組みを構築
し、大学が行う個別選抜において生徒の主体性等が
より適切に評価できるよう、学力の3要素が多面的・
総合的評価に活用されることなどを提言した。そし
て、様々な分野でデータサイエンスなどの複合領域
の重要性が高まっていることから、大学においても
文理両方を学ぶ人材の育成が急務であり、従来の文
系・理系に区分された試験からの脱却を図るなど入
学者選抜の在り方を見直す必要性を指摘した。

　こうして、平成26（2014）年12月に中央教育審議会
答申「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向
けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一
体的改革について～全ての若者が夢や目標を芽吹か
せ、未来に花開かせるために～」（2014.12.22、以下「高
大接続改革答申」）が発表された。高大接続改革答申
では、学校教育法第30条第2項に規定された学力の3
要素を高校生および大学生の発達段階に立ち、社会
で自立して活動していくために必要な力という観点
から捉え直した。すなわち、学力の3要素を「高等
学校教育を通じて、①これからの時代に社会で生き
ていくために必要な、主体性を持って多様な人々と
協働して学ぶ態度（主体性・多様性・協働性）」を養
うこと、②その基盤となる「知識・技能を活用して、
自ら課題を発見しその解決に向けて探究し、成果等
を表現するために必要な思考力・判断力・表現力等
の能力」を育むこと、③さらにその基礎となる「知識・
技能」を習得させること」としたうえで、「大学にお
いては、それを更に発展・向上させるとともに、こ
れらを統合した学力を鍛錬すること」とした。学力
の3要素を高等学校教育と大学教育の特性に応じた
捉え方を答申で示したことは、高等学校および大学
における教育内容・カリキュラムをはじめ進路指導・
キャリア教育の観点からも評価できる。

3．高大接続改革実行プランによる推進
　高大接続改革答申を受け、高大接続改革実行プラ
ン（2015.1.16）が策定された。同プランは、答申内容
を踏まえ高大接続改革を着実に実行する観点から文
部科学省が今後取り組むべき重点施策とスケジュー
ルを明示し、体系的、集中的な施策展開を図るため
のものとして、平成27（2015）年1月16日に文部科学
大臣決定として公表された。高大接続改革実行プラ
ンの推進のために専門家による高大接続システム
改革会議が設置され、同会議は、平成27（2015）年3
月に第1回会議（2015.3.5）、同年9月に「中間まとめ」
（2015.9.15）の公表、翌平成28（2016）年3月31日に「最
終報告」（2016.3.31）を発表した。「最終報告」では、「高
等学校基礎学力テスト（仮称）」、「大学入学希望者学
力評価テスト（仮称）」、個別大学の入学者選抜の在
り方等について提言した。
　並行して、平成29（2017）年6月の教育再生実行会
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議第10次提言「自己肯定感を高め、自らの手で未来
を切り拓く子供を育む教育の実現に向けた、学校、
家庭、地域の教育力の向上」（2017.6.1）では、日本型
学校教育の在り方に関する内容とともに、教育再生
実行会議第4次提言の趣旨を踏まえ、「高等学校基礎
学力テスト（仮称）」、「大学入学希望者学力評価テス
ト（仮称）」の実施方針の策定を進めることを提言し
た。続く令和元（2019）年5月の教育再生実行会議第
11次提言「技術の進展に応じた教育の革新、新時代
に対応した高等学校改革について」（2019.5.17）では、
Society5.0で求められる力と教育の在り方、大学入
学者選抜の在り方についてさらに具体的に言及した。
　このような経緯により、高大接続改革は、平成
29・30（2017・2018）年の学習指導要領改訂の前後か
ら一層の進展を見せている注5。現在、高大接続改革
答申を契機とした高校教育・大学教育・大学入試の
一体的改革により、初等中等教育段階から高等教育
段階まで連続的・一貫的に時代の進展に合わせて教
育内容と教育方法が更新されてきている。高大接続
改革のこうした状況に関して、田中・大野・岡田
（2023）15）は、高等学校における探究学習の広がりと
個別大学の探究型大学入試の拡大の傾向を明らかに
している。高大接続改革の進展により、特に高校教
育において生徒同士または多様な他者との双方向的
学習、主体的・対話的で深い学びの学習、探究的な
学習が浸透してきている意義は大きい。

Ⅳ．教員の多忙化の問題と働き方
改革

1．�国際教員指導環境調査（TALIS）の影
響

　平成25（2013）年に行われたOECDの国際教員
指導環境調査（TALIS： Teaching and Learning 
International Survey）注6によって、日本における教
師の多忙化が国際調査でクローズアップされた。同
調査の結果、日本の教師は校内研修等で日頃から共
に学び合い、指導改善や意欲の向上が見られるもの
の、週間当たりの勤務時間は、参加国中最長の53.9
時間であった。参加国平均の38.9時間を大幅に上回
り15.6時間も長かったのである。一方、教員が授業
や指導に使った時間は、参加国平均の19.3時間より

少なく、17.7時間であったというものである16）。
　こうした教員の多忙化に関する問題に対して、教
員の増員をはじめ、教員の業務の見直し、部活動顧
問の負担減、超過勤務の制限、また、教材研究や指
導時間を確保できる体制の整備等が教育行政に要請
されてきた。文部科学省は平成28（2016）年に教員勤
務実態調査注9を実施し、勤務の実態を明らかにした。
同調査により、どの職種においても10年前より勤務
時間が増加しており、部活動指導や生徒指導など学
習指導以外の指導時間が多いことが明らかになった。
また、副校長・教頭の勤務時間が最も長く、その理
由は、「安全点検・校内巡視、校舎環境整理」、「調
査・統計への回答」、「学納金（給食費等）に関する処
理」、「保護者・PTA・地域対応」など、校長補佐と
校務管理の両面を担っていることによるものであった。
　調査結果を踏まえ、平成30（2018）年7月に文部科
学省は『文部科学白書』（2017年度）を公刊し、学校
における働き方改革を初めて特集し、教員勤務実態
調査（2016年度）の結果を「看過できない深刻な状況」
と把握し対策状況を説明した。その後、独自で教員
勤務に関する実態調査を実施する自治体17）もあり、
教職員の勤務状況の改善への取り組みが本格化した。
文部科学省は、令和4（2022）年度にも教員勤務実態
調査を実施した。

2．教員の多忙化問題に関する研究
　教員の多忙化に関する問題は、教員のストレス研
究注7、教員の労働時間研究注8などの観点から、これ
までも再三指摘されてきた。例えば、佐野・蒲原
（2013）18）は、メンタルヘルスが原因による休職が年々
増加していることを指摘し、教員のストレスに影響
する要因として、労働時間の長さや多忙さを含めた
観点から分析している。分析により、我が国の教員
の労働時間は、他の国・地域と比べてきわめて長く、
教員が教育活動や子どもと接するためにとる時間以
外の仕事が増加していることを明らかにしている。
　また、前出の神林（2019）は、教育関係では平成29
（2017）年に引き続き、学校における働き方改革が注
目されており、教育新聞社が発表した「2018年の重
大ニュース」で第1位が「教員の働き方改革」であっ
たことを示し、学校における働き方改革関連のトピッ
クが上位に3つ並んだことを述べている。さらに、
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神林（2020a）19）は、我が国の教員の長時間労働の主
因として、教員が行わなければならない業務の広さ、
特に多岐にわたる教育指導の存在、教科指導以外の
教育活動を特別活動として幅広く実施している実態、
生徒指導や部活動指導など授業外の教育活動時間の
増大を挙げている。
　令和元（2019）年末に初めて確認された新型コロナ
ウイルスは、令和2（2020）年以降世界的に蔓延し、
我が国の教育界にも深刻な影響を及ぼした。高島
（2022）20）は、コロナ禍における教員の勤務状況を調
査し、コロナ禍によってより多忙になった側面があ
る一方で、コロナ禍が学校の役割や教員の業務を再
考する機会になったことを指摘し、教員の多忙化を
生み出す構造的要因について考察している。今後、
コロナ禍との関連で教員の業務と勤務状況を検討す
る研究は増えると予想される。

3．�働き方改革に関する中央教育審議会
答申と緊急提言

　平成29（2017）年6月に中央教育審議会へ文部科学
大臣からの諮問「新しい時代の教育に向けた持続
可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に
おける働き方改革に関する総合的な方策について」
（2017.6.22）が行われた。中央教育審議会では、初等
中等教育分科会に「学校における働き方改革特別部
会」を設置し、教員が担う業務の見直しとその課題
について審議を開始した。
　同部会は、学校における勤務状況の深刻さから、
同年8月に、国・教育委員会等へ緊急提言「学校に
おける働き方改革に係る緊急提言」（2017.8.29）を発
表し、勤務時間の把握、勤務時間外対応方法の整備、
マネジメント研修の実施などを提言した。同年12月
に発表された「中間まとめ」（2017.12.22）を受け、文
部科学省は、文部科学大臣決定「学校における働き
方改革に関する緊急対策」（2017.12.26）を発表した。
翌平成30（2018）年2月には、文部科学省より各教育
委員会へ「学校における働き方改革に関する緊急対
策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間
管理等に係る取組の徹底について（通知）」（2018.2.9）
するなど、学校における働き方改革に関する対応が
急速に展開した注10。
　こうした経緯により、平成31（2019）年1月に、中

央教育審議会答申「新しい時代の教育に向けた持続
可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に
おける働き方改革に関する総合的な方策について」
（2019.1.25）が出され、教員の時間外勤務の上限を明
示したガイドラインの順守、一年単位の変形労働時
間制の導入などが提言された。同日文部科学省は、「公
立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライ
ン」（2019.1.25）を示し、同年3月には、文部科学事務
次官による「学校における働き方改革に関する取組
の徹底について（通知）」（2019.3.18）がなされ、働き
方改革の趣旨の徹底が図られた。
　学校における働き方改革は、①労働時間の適正
化（勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意
識した働き方の推進）、②教員の業務やその役割分
担の見直し（学校および教師が担う業務の明確化・
適正化）の2つの柱を中心に進んでいる。平成30年7
月には、「働き方改革推進法」注11が制定され、我が
国の社会全体として、働き方改革への取り組みが行
われている。今後、過度な勤務状況を改善する教育
行政施策が、チーム学校としての対応の浸透、部活
動指導員の省令化、オンライン方式の導入などと相
俟って進んでいくと考えられるが、川上（2019）、高
島（2022）が指摘する多忙化を生み出す構造的問題、
浦川（2018）21）が指摘する教員の職務認知の問題につ
いても考究する必要がある。

Ⅴ．本稿のまとめと今後の課題
　本稿では、平成29・30（2017・2018）年の学習指導
要領告示以降から令和初期の期間において、学校経
営および教育課程に関する教育行政施策について、
現在への影響が大きい教育改革を中心にその趣旨と
前後の経緯について検討した。特に、学習評価の観
点に関する変更、探究型学習の浸透、GIGAスクー
ル構想の進展、令和の日本型学校教育の推進など教
育課程に関する状況、教員の多忙化と働き方改革に
関する施策、高大接続改革に関する動向に焦点を当
て考察した。本稿の内容は、次の3点にまとめられる。
（1）�平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領告示

以降令和初期にかけて、教育課程に関して注目
される状況として、学習評価の観点に関する変
更をはじめ、探究型学習の浸透、GIGAスクー
ル構想の進展、令和の日本型学校教育の推進等
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の動きがあった。学習評価の観点は、学力の3
要素を踏まえた新たな観点に再構成された。新
たな観点に基づく学習評価は高等学校において
も本格的に導入され、大学入試改革の影響もあっ
て探究型学習の浸透につながった。第4次産業
革命といわれる急速な産業・技術革新を背景に、
GIGAスクール構想への取り組みが進展し、個
別最適な学びと協働的な学びを柱とする令和の
日本型学校教育を推進する基盤をなしている。

（2）�平成29・30（2017・2018）年の学習指導要領改訂
の前後から、高大接続改革が本格化し、高大接
続改革答申をはじめ、教育再生実行会議の提言、
高大接続改革実行プランの策定、高大接続シス
テム会議の設置がなされ、制度的な改革が進展
した。「大学入学共通テスト」、「高校生のため
の学びの基礎診断」が実施され、個別大学の入
学者選抜においても思考力の評価を重視する傾
向が強くなった。こうした高校教育・大学教育・
大学入試の一体的改革により、初等中等教育段
階から高等教育段階まで連続的・一貫的に新た
な教育内容・教育方法が取り入れられてきた意
義は大きい。

（3）�OECDの国際教員指導環境調査（TALIS）、文部
科学省の教員勤務実態調査の結果報道を契機に、
教職員の勤務状況に関する問題の深刻さに対す
る認識が高まり、学校における働き方改革に関
する施策が進展した。中央教育審議会の「学校
における働き方改革特別部会」による緊急提言、
文部科学省の働き方改革に関する緊急対策通知
などにより、働き方改革の趣旨の徹底が図られ
た。平成31年1月の中央教育審議会答申により、
教員の勤務時間の適正化、教員の業務やその役
割分担の見直しなどが提言され、文部科学省は
勤務時間の上限に関するガイドラインを示した。
学校における働き方改革は、今後も取り組みが
進んでいくと考えられるが、多忙化を生み出す
構造的問題に対しても注意を払う必要がある。

　以上が本稿のまとめである。今後の課題は、本稿
で扱い得なかった大学関係の教育行政施策について、
その経緯と特徴を検討することである。そして、国
レベルの教育改革の動向に対して地方がどのように
対応したかということについて、地方資料に基づい

て実証的に考察することも今後の課題である。



25

地域総合研究　第24号　Part 1

注
注1	 大学入試センター試験は、1990年から2020年
まで実施されたが、「大学入学希望者学力評価
テスト（仮称）」の検討により2021年から「大学
入学共通テスト」として実施されている。それ
以前の状況として、臨時教育審議会の答申を
受けて実施された共通一次学力試験については、
山﨑（2021）22）で言及した。また、「高等学校基
礎学力テスト（仮称）」は、検討を経て2019年か
ら「高校生のための学びの基礎診断」として実
施されている。個別大学の入学者選抜におい
ても課題に対する探究力や思考力の評価を重
視する傾向が強くなった。

注2	 学校教育法第30条第2項「生涯にわたり学習す
る基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技
能を習得させるとともに、これらを活用して
課題を解決するために必要な思考力、判断力、
表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学
習に取り組む態度を養うことに、特に意を用
いなければならない」

	 ここに示された①基礎的な知識・技能、②思
考力・判断力・表現力等の能力、③主体的に
学習に取り組む態度は学力の3要素といわれ、
本文で述べたように平成29・30（2017・2018）
年改訂の学習指導要領から学習評価の観点と
して位置づいている。観点別学習状況の評価は、
小中学校では既に定着していたが、高等学校
では令和4年度から学年進行で導入されること
になり、高校側の準備と対応が必要になった。
高校側にとって、戦後最大の評価観の転換が
なされたといえる。

注3	 学習指導要領の移行措置の間に、観点別学習
状況の評価に関して、中央教育審議会初等中
等教育分科会教育課程部会報告「児童生徒の学
習評価の在り方について」（1999.1.21）、文部科
学省初等中等教育局長通知「小学校、中学校、
高等学校及び特別支援学校等における児童生
徒の学習評価及び指導要録等の改善等につい
て」（1999.3.29）が出され、新たな観点に基づく
観点別学習状況の評価に関して趣旨の徹底が
図られた。

注4	 こうした近年急速に進んでいる産業・技術革
新は、第4次産業革命と呼ばれることがある。
「18世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の
機械化である第1次産業革命、20世紀初頭の分
業に基づく電力を用いた大量生産である第2次
産業革命、1970年代初頭からの電子工学や情
報技術を用いた一層のオートメーション化で
ある第3次産業革命」23）に続く産業革命と位置
づけられる。

注5	 宮和樹・尾坂柚稀・神前達哉・逆瀬川愛貴子・
伊達翼・小村俊平（2017）24）は、高大接続改革（高
等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一
体的な改革）が、今期学習指導要領の改訂と併
せて進行していることに言及し、学力の3要素
を社会で自立して活動していくために必要な

力という観点から捉え直し、それらの力を確
実に育み、多面的に評価していくため、高等
学校教育、大学教育、大学入学者選抜全体の
在り方を転換していくことが不可欠であると
している。また、ローラーミカ（2019）25）も、教
育再生実行会議第4次提言、高大接続改革答申
等の経緯を概観したうえで、高校教育・大学
教育・大学入試を通じて、学力の3要素を確実
に育成し評価することを重視している傾向を
指摘している。

注6	 国際教員指導環境調査（TALIS）は、OECDに
より学校の学習環境と教員の勤務環境に焦点
を当てた加盟国・地域への国際調査として実
施されている。平成20（2008）年の第1回調査に
は日本は参加しなかった。平成25（2013）年調
査の結果が報道されるや、マスコミが学校の
多忙化問題を取り上げ、前後して、文部科学省・
教育委員会も教職員の多忙化対策として様々
な施策を講じてきている。平成30（2018）年の
第3回調査では、我が国の教員は、事務的な業
務や保護者の懸念への対処についてのストレ
スが高いことのほかに、教員が同僚と日頃か
ら共に学び合い指導改善につなげている割合
が高いことも明らかになった。

注7	 教員のストレスには、多忙化や長時間労働が
主な要因となっているが、教員の価値観など
も影響している。美濃・吉田・庄子（2022）26）は、
過重労働に伴う負荷に加え、教職に対する価
値観やワークモチベーションがストレス要因
からストレス反応に至る過程に干渉要因とし
て作用していることを明らかにしている。そ
のため、学校教員の職業性ストレス低減のた
めに過重労働といった就労状況の改善に加え、
職務に対する価値観や適切なワークモチベー
ションの維持に配慮した支援が必要であると
指摘している。

注8	 神林（2020b）27）は、教員の労働時間研究に関す
る最近の論文の傾向について、平成18（2006）
年に文部科学省が行った「第1回教員勤務実態
調査」の実施以降に関連論文数が増加し、中央
教育審議会における「学校の働き方改革」論議
の進展とともに急増していることを明らかに
している。また、教員の過剰労働を生み出し
た要因は、様々な観点から指摘されている。
大内（2021）28）は、第1に昭和47（1972）年の給特
法施行によって教員に超過勤務手当を支給し
ないシステムがつくられたこと、第2に部活動
の過熱化によって部活顧問の教員の長時間労
働化が進んだこと、第3に教育の新自由主義改
革によって教育予算や教員の増員を行うこと
なく顧客志向の改革が実行されたことを挙げ
ている。

注9	 文部科学省の教員勤務実態調査は、平成28
（2016）年10月～11月のうち、連続する7日間につ
いて30分ごとに業務内容を回答する方式で実施
された。小学校教員8,951人、中学校教員10,687
人の大規模調査であった29）。川上（2019）30）は、
文部科学省が平成28（2016）年に実施した教員
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勤務実態調査の結果を分析し、学級の児童生
徒数を減少させれば担任教員の勤務時間に影
響するものの1学級の児童生徒数を半分近くに
まで縮小したとしても勤務時間の短縮はわず
かであることから、たとえ大幅な増員を行っ
たとしても現在の長時間過密労働を解消する
ことは難しいと指摘している。そのため、川
上は、献身的・無限定的な教職観を再考し、
教員業務の範囲を明確にすること、雇用条件
を抜本的に改めることといった働き方の前提
にあたる部分を検討することが重要であると
指摘している。

注10	 平成29（2017）年8月の緊急提言では、教職員の
長時間労働の問題を個人の問題として捉える
のではなく社会問題として捉えることが重要
であることを指摘した。平成30（2018）年3月に
スポーツ庁が、「運動部活動の在り方に関する
総合的なガイドライン」（2018.3.19）発表した。
これにより、週2日以上の休養日の設定、1日
の活動時間を平日2時間、休日3時間程度とす
ること等の目安を示した。また、平成30（2018）
年12月には文化庁が、「文化部活動の在り方に
関する総合的なガイドライン」（2018.12.5）を発
表した。これにより、週当たり平日1日、土日
1日の2日以上の休養日の設定、活動時間を平
日2時間程度、土日3時間程度とすること等の
目安を示した。

注11	 平成30年7月6日に「働き方改革を推進するため
の関係法律の整備に関する法律」（「働き方改革
推進法」）が公布された。この法律は、働き方
改革を総合的に推進するため関係法律を整備
して長時間労働の是正等のための措置を講ず
るものである。労働者がそれぞれの事情に応
じた多様な働き方を選択できる社会を実現す
る働き方改革を総合的に推進するため、長時
間労働の是正を図ることを目的としている。
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